
漁業資源の変動と資源評価について

漁業資源を適切に利用するためには、海の中の魚の量（資
源量）がどのように変動し、現在どのような状態にあるのか
を知る必要がある。資源評価とは、資源量とその増減トレン
ドや漁獲が資源に与える影響を推定し、資源が持続可能な状
態にあり適切に利用されているかを評価することである。

しかし、資源量を推定することは容易ではない。特に、本書
で扱うような分布域が広く、大洋レベルの回遊が見られる資
源の場合はなおさらである。また、環境の変化等の漁業以外
の理由により資源の量や分布が変動することもあるため、漁
獲で生じる変動との区別も必要である。ここでは、どのよう
な情報を用い、どのような方法で資源評価が行われているの
か、そして、どのように資源管理に生かされているのかを概
説する。本書で扱う国際的な資源については、各地域漁業管
理機関（RFMO）に附属する科学委員会等で、漁業データや資
源量指数、科学調査結果等が分析され、それらの情報を統合
して資源評価を行い、今後の漁獲枠等の管理措置が勧告され
るのが通例である。

１．漁業資源の変動とその要因

(1) 自然変動
ここでいう自然変動とは、水温等の自然環境の変化に伴う

資源変動のことである。例えば、地中海の定置網の漁獲量か
ら、大西洋クロマグロは過去 400 年間大きな自然変動を繰り
返してきたことが知られている（Ravier and Fromentin 2001、
図 1）。また、カラフトマスの資源量と降水量や気温の関係（森
田 2019）、クロマグロの加入量（新しく生まれて漁獲対象サ
イズまで成長した魚）と水温の関係（Muhling et al . 2018、Na
kayama et al . 2019）等、資源変動と海洋環境の相関を示した
研究例は多い。自然変動の具体的なメカニズムまで明らかに
した研究はあまりないが、水温等の変化が産卵量や卵質、稚
仔の生き残り等に直接影響するほか、稚魚が食するプランク
トンの発生量等を介して稚魚の生き残りに影響を及ぼしてい
ると考えられる。太平洋クロマグロの仔稚魚では、餌料環境

（餌の種類や密度）の違いによって成長速度は大きく変化す
る。好適な餌料環境下では成長速度が速まり、被食のリスク

が下がることが飼育実験や野外観察により示されている（Ta
naka et al . 2008、2014、佐藤 2013）。

また、南極海のシロナガスクジラとクロミンククジラの関
係のように、生態系の中で競合する他種の資源変動に影響さ
れる場合もある。シロナガスクジラの資源量は乱獲により極
めて低水準になったため、1964 年以降全面禁漁とされている
が、現在でも資源回復の速度は極めて遅い。これは生息環境
や餌を同じくするクロミンククジラがそのニッチ（生態的地
位）を奪い、資源量を急速に増大させたためと推測されてい
る（佐々木・村瀬 2019）。

(2) 漁獲の影響
資源変動の他の原因として人間活動の影響が挙げられる。

環境破壊や地球温暖化等は局所的または長期的な影響をも
たらしていると思われるが、本書で扱う主に沖合に分布す
る資源の場合、漁獲による直接的な影響が大きいと考えられ
る。一般に、いか類等のように寿命が短く自然死亡率（自然の
要因で死亡する割合）の高い資源は、資源量の自然変動も大
きい。一方、まぐろ類のように、寿命が長くある程度成長する
と自然死亡率が低くなる種では、漁獲による死亡率が相対的
に高くなるため、漁獲の影響が現れやすくなると考えられる。
また、鯨類やさめ類に代表されるような、産仔（卵）数が少な
い種についても、漁獲の影響が資源変動に現れやすい。

漁獲が資源に与える影響は、漁獲量の多寡のみでなく漁獲
時のサイズによっても異なる。特に、漁業対象となるサイズ
が小型から大型まで幅広い場合には、同じ漁獲量であっても
小型魚を獲った場合の影響が大型魚のそれを上回ることが多
く見られる（Wang et al . 2009）。一部のメバチ・キハダや太平
洋クロマグロでは、小型魚を多獲することによる資源へのイ
ンパクトの強さが指摘されている（佐藤 2019a、2019b、中塚
ほか 2019）。

通常の資源評価ではこれらの漁獲の影響を評価することに
重きが置かれる。

２．資源評価のために必要な情報

どのような方法で資源評価を行うかは、対象となる資源や
漁業の特性にもよるが、どのような情報（データ）が使えるか
にも依存する。情報は、「漁業からの情報」、「漁業から独立し
た情報」及び「対象魚の生物学的情報」に分類できる。

(1) 漁業からの情報
漁獲量：1 年間の総漁獲重量等、漁業によって海域から間引
かれた資源の量を知るための最も基礎的な情報である。しか
し、漁獲報告のシステムが未整備の国では漁獲量さえ定かで
ない場合も多い。魚種ごと、漁業種類ごとの漁獲量、さらに漁
獲尾数まで把握できると、より有用な情報となる。

図 1. 1634 年から 1960 年までの地中海の定置網による大西洋クロ
マグロの漁獲量の変遷（Ravier and Fromentin 2001）
ほぼ 100 年周期の自然変動があることを示している。
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漁獲努力量：魚を獲るために投じた努力の大きさを定量化し
たものである。単に「努力量」とも呼ばれる。はえ縄漁業では
操業で使った釣鉤の数、まき網漁業では揚網回数や操業日数、
魚群探索時間、底びき網漁業では曳網回数や曳網時間等が努
力量として用いられる。ただし、例えば、はえ縄漁業の場合、
釣鉤の設置水深や漁場等によって魚の獲れ方が異なることが
あるため、実質的に有効な努力量を把握するのは簡単ではな
い。

漁獲物のサイズ（年齢）組成：個々の魚の体長や体重から後述
の成長式を用いて漁獲物の年齢組成を推定できる。このサイ
ズ（年齢）組成と漁獲量から、何年に何才の魚が何匹漁獲され
たかがわかり、加入量の増減や、親魚が十分に確保されてい
るかを知るための重要な情報になる。しかし、漁獲物の年齢
組成を正確に知るためには、体長組成や年齢査定のデータを
大量かつ継続的に集める必要があり、体系的なサンプリング
体制の整備が不可欠である。例えば、ミナミマグロでは、日本
のはえ縄船が漁獲した全個体の体長データが即時的に収集さ
れる体制が整っている。

(2) 漁業から独立した情報
漁業から得られる情報は、漁獲対象種とその混獲種の情

報に限られる。また、商業漁業は対象種を効率よく漁獲でき
る漁場に集中するため、得られる情報にも偏りが生じる可能
性がある。そこで、資源量やその動向に関する偏りの少ない
情報を調べるために、科学的にデザインされた調査が行われ
る。鯨類で行われている目視調査はその一例である。これは
鯨が呼吸のため水面に浮上する際、目視で存在を確認できる
ことを利用した調査である。サンマでは表層トロールを用い
た漁獲調査（巣山ほか 2019）が、スケトウダラや南極海のオ
キアミでは魚群探知機を用いた調査が行われ、資源量推定に
用いられている。また、まぐろ類の一部では、ひき縄調査や航
空機からの目視調査で加入量や親魚量の動向が調べられてい
る。さらに、近年では、近親遺伝分析（Close-kin analysis）とい
う遺伝的手法により、親魚資源量の推定が可能になりつつあ
る。ミナミマグロでは親魚産卵場で漁獲された親魚とオース
トラリア大湾で漁獲された若齢魚の親子関係を遺伝子型解析
によって特定し、得られた親子のペア数や兄弟姉妹関係のペ
ア数から標識再捕法の考え方に基づき親魚資源量を推定して
いる（Bravington et al . 2016、津田ほか 2019）。これらの科学
調査は、データ量の制限により推定値のばらつきが大きくな
る場合があるものの、調査デザインが適切であれば、推定値
の偏りは少ないと一般に考えられている。そのため、資源評
価を行う上で貴重な情報源となる。

(3) 対象魚の生物学的情報
後述の資源評価モデルによる資源評価では、漁業による

漁獲とともに魚の生残、成長と死亡等をモデル化するため
に、対象種の生物学的な情報が必要となる。特に、成長、年齢、
成熟、自然死亡率、及び再生産関係等は資源評価及び管理に
直接使われるため非常に重要な情報となる。また、まぐろ類

の一部では、対象魚の回遊に関する研究成果をもとに、海域
間の移動を考慮した資源評価も実施されている（清藤 2019）。
多くの場合、これらの情報は調査によって得られたデータや
サンプルを、研究機関で分析することによって集積されるが、
年や地域によるこれらの情報の変動を正確に把握するために
は、体系的な調査・サンプリング体制の整備が不可欠となる。

成長・年齢・成熟：漁獲された資源の年齢を知るとともに、海
にいる資源が 1 年でどれだけ大きくなり、何歳から再生産が
可能になるかを知るための情報として重要である。一般に年
齢については、魚類では耳石や脊椎骨、鰭棘条等、いか類では
平衡石、鯨類では歯や耳垢栓に表れる輪紋等の齢形質から査
定する。また、まぐろ・かつお類を中心に、標識放流調査によっ
て得られる放流期間中の成長量や漁獲物の体長組成データと、
耳石の分析結果とを併せて解析した成長式が資源評価に用い
られる例もある（Aires-da-Silva et al . 2015）。

成熟については、生殖腺の分析等によって、ある年齢にお
ける成熟個体の割合が調べられる。特に魚類の資源評価では、
成熟した個体の資源重量（産卵資源量）を指標に資源状態を
診断することが多い。

自然死亡率：資源評価では、対象種の全ての死亡要因の中で、
漁業及びそれに関係する死亡以外の要因（飢餓や被食、寿命）
による死亡を一括して自然死亡として扱う。自然死亡を直接
観測することは難しいが、まぐろ類のいくつかでは、標識放
流調査で得られたデータからある年齢範囲の自然死亡率を推
定し、資源評価に用いられている（Polacheck et al . 1997、Tak
euchi and Takahashi 2006）。また、回遊経路や遊泳深度等を
記録できる記録型標識を利用して、年齢ごとの自然死亡率を
推定する研究も進められている（Kurota et al . 2009、Whitlo
ck et al . 2015）。一方で、直接観測したデータが利用可能でな
い場合には、対象種のサイズや成長、成熟、寿命等の他の情報
をもとに自然死亡率を推定する手法が用いられている（Pauly 
1980、Hoenig 1983、Lorenzen 1996）。

再生産関係：ある資源の加入量を親の量の関数式で表したも
のを、再生産関係式と呼び、どの程度の親の量があればどの
程度の加入量が見込めるか知るための非常に重要な情報とな
る。資源評価モデルによる資源評価では、再生産関係を内部
に組み込んだモデル（プロダクションモデル、統合型資源評
価モデル等）と、組み込まないモデル（VPA 等）があり、前者
では利用可能なデータをもとに再生産関係式を推定すること
が可能である。後者では、資源評価の結果として出力される
親の量と加入量から事後的に再生産関係を推定することが可
能である。

３．資源量指数による資源評価

資源状態を知る簡便な手法として、資源量指数を利用する
方法がある。資源量指数とは資源量の変化を相対的に示す指
標のことであり、資源量が半分になれば、資源量指数も半分
になると想定される。科学調査により何らかの資源量指数が
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得られることもあるが、多くの資源では漁獲量と努力量から
計算される CPUE（Catch Per Unit Effort：単位努力量当たりの
漁獲量）を資源量指数として用いる。まぐろはえ縄漁業では
釣鉤 1,000 本当たりの漁獲尾数（もしくは漁獲量）で表される
のが慣例である。

CPUE は算出が容易である点で便利な指数であるが、CPUE
の時系列が資源量の時間変化を正しく表しているか十分に
検討する必要がある。なぜなら、CPUE は実際の資源量の変化
ばかりでなく、漁場や漁期、漁具等の変化にも影響されるか
らである。例えば、新たな漁具や機器の開発により、魚を捕る
効率が年々上がっている場合、資源量は変化しなくても見か
け上の CPUE は上がるだろう。また、漁獲の主対象が変わっ
た場合、元々の主対象種の CPUE は見かけ上は低下すること
も考えられる。これらの影響を排除し、資源量の本当の変動

（主に年変動）のみを抽出する統計解析を標準化と呼ぶ（庄
野 2008）。実際の資源評価では GLM（一般化線形モデル）を
はじめ様々な統計手法により漁場や漁期等の効果を取り除
き、CPUE の標準化が行われる（Maunder and Punt 2004）。ま
た、電子型標識等の情報から魚の分布（例えば鉛直分布）と漁
具の分布の偏りを補正するハビタットモデルのような手法が
標準化に使われることもある。標準化の手法は年々高度化し
ているが、手法や考慮する要因の違いにより、異なる CPUE の
年変化が推定される場合もあり、このような時は慎重な解釈
が求められる。

４．資源評価モデルによる資源評価

現在、国際資源を対象に使われている資源評価モデルは、
（1）プロダクションモデル、（2）VPA、（3）統合型資源評価モ

デル、と大きく 3 つに分類できる。歴史的にこの順序で理論が
発展してきた。現在、特にまぐろ類では統合型資源評価モデ
ルが広く使われているが、いくつかの資源ではプロダクショ
ンモデルや VPA も使われ続けている（黒田 2014）。

(1) プロダクションモデル
余剰生産モデルとも呼ばれるこの方法は、個体数ではなく

資源量（重量）の変化をモデル化したもので、資源量の増減は、
成長と加入による増加分と自然死亡と漁獲による減少分との
バランスにより決まるとみなす（Russell 1931）。基本的に漁
獲量と資源量指数（もしくは努力量）という 2 つの情報から
資源量を推定する（谷津 2001）。漁獲物の年齢情報を扱わな
いため、成長式や成熟率、漁獲物のサイズ組成等の情報が不
要である等、他の手法に比べて必要となる情報が少ないため、
多くの魚種に適用されてきた。

最も単純なプロダクションモデル（シェーファーモデルま
たはロジスティックモデルと呼ばれる）における資源の変化
を図 2 に示した。左図のように、資源量が何らかの原因で減
少した場合、S 字状の回復経過を示し、最終的に飽和状態（こ
の資源量を環境収容力 K と呼ぶ）に至る。右図は、各資源水準
における単位時間（例えば 1 年）当たりの生産量で、この量と
同じだけ漁獲すれば、資源量は変化しないという意味で、持
続生産量もしくは余剰生産量と呼ぶ。最大持続生産量（MSY：

Maximum Sustainable Yield）とは、その最大値のことで、こ
の例では、資源量が環境収容力の半分のときに MSY が得ら
れる。この MSY の概念は、資源の自然変動を考慮していない
という非現実的な仮定のもとでの概念だが（Haddon 2011）、
MSY を達成するための漁獲係数（FMSY；後述）や MSY 達成下で
の資源量（BMSY）は、資源管理がうまくいっているかどうかの
判定基準としてよく用いられている。ちなみに、右図の関係
は資源の生物学的特性によって異なるため、シェーファーモ
デルを一般化したペラ・トムリンソンモデルが使われること
もある（谷津 2001）。

(2)VPA 
VPA（Virtual Population Analysis）はコホート解析とも呼ばれ、

年齢別の漁獲尾数と自然死亡率から、各年級群（コホート；同じ
年に生まれた魚）の資源尾数を推定する方法である。多くの場
合、資源量指数の情報も加味される。例えば、ある年級群に関
して毎年の漁獲尾数と自然死亡率がわかれば、この年級群が最
高齢（例えば5歳）で死に絶えるときから資源尾数を逆算する
ことができる（図 3）。すなわち、4歳はじめの資源尾数は4歳時
の1年間の自然死亡量（図 3では 90尾）にその年の漁獲量（180
尾）を加えた 270尾である。さらに、3歳はじめの個体数は、こ
の270尾と自然死亡の210尾と漁獲死亡の 420尾を加え900尾
となる。同様に遡って行くことで、1歳時の加入量（10,000尾）を
求められる。このように、それぞれの年級群を経年的に追いか
けていくのが VPAの基本的な考え方である。

図 3. VPA による資源量推定の基本概念（魚住 2011）
コホート毎に 1 歳ずつ遡りながら死亡数を足し合わせることで各
年齢での個体数を推定する。

図 2. プロダクションモデルにおける資源量の時間変化（左）及び資
源量と持続生産量との関係（右）
資源量が環境収容力 K の半分の時に MSY（最大持続生産量）が達成
される。
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実際の解析では、最近年の各年齢の漁獲係数（単位時間当
たりに漁獲によって死亡する度合い；桜本 1998）及び各年の
最高齢の漁獲係数を何らかの方法で得る必要がある。これら
の漁獲係数（ターミナル F と呼ばれる）を推定するために資
源量指数を使う手法をチューニング VPA または ADAPT-VPA
と呼ぶ。実際の資源量指数の変動をうまく説明できるように
ターミナル F が調節（チューン）される。この手法は 1980 年
代中頃から開発が進み、それ以降多くの資源に適用されてき
た。

VPA では、一般に寿命が長く、自然死亡率が低く、漁獲割合
が高い場合に精度良く資源量が推定できることが知られてい
る。また、若齢の推定値ほど誤差が相対的に小さくなる（平松 
2001a）。一方、VPA は年齢別の漁獲尾数に誤差はないという
仮定に基づいて資源尾数を推定するため、漁獲物の年齢組成
の誤差が大きいと信頼できる結果が得られない。この問題が
近年 VPA から統合型資源評価モデルへ移行する一因となっ
ている。

(3) 統合型資源評価モデル
1990 年代後半以降、統合型資源評価モデル（NRC 1998、Ma

under and Punt 2013）と呼ばれる解析法がまぐろ類やかじき
類を中心に使われている。統合型資源評価モデルは、年級群
を単位に資源の動態を考える点では VPA と同じであるが、再
生産関係がモデル内部に組み込まれている点に理論上の大き
な違いがある。また、漁獲量や資源量指数及び漁獲物のサイ
ズ組成のそれぞれに誤差があることを仮定し、全てのデータ
とモデルの推定結果の間の矛盾が最小化されるように、加入
量や年齢別資源尾数、年齢別漁獲尾数（漁獲死亡係数）等を一
括して推定するという特徴がある（図 4）。全ての漁獲物の年
齢を正確に分析することは現実的には不可能であるため、年
齢別の漁獲尾数の誤差を考慮できる統合型資源評価モデルは、
漁業データしか利用できないような場合、VPA より優れてい
るという研究例がある（NRC 1998）。

その反面、統合型資源評価モデルでは必要となる入力デー
タや生物学的情報が多く、それらを扱ったモデル内部での統
計処理も複雑になりがちで、モデルがブラックボックス化し
てしまう危険性もある。2010 年代以降、統合型資源評価モデ
ルを用いた資源評価が広まるに従って、モデルの仮定や推定
結果の妥当性を診断する手法が多く開発されており（Ichin
okawa et al . 2014、Maunder and Piner 2015、Carvalho et al . 
2017）、まぐろ類 RFMO での資源評価では、資源評価結果とと
もにモデルの妥当性の診断結果を示すことが一般化しつつあ
る（図 4）。

一般に統合型資源評価プログラムの開発には多大な時間と
労力がかかるため、Multifan-CL（Fournier et al . 1998）や Sto
ck Synthesis（SS；竹内 2006、Methot and Wetzel 2013）等汎
用性を持ったソフトウェアが用いられることが多い。これら
のソフトウェアでは、資源の動態や漁業活動の時間的・空間
的な違いを考慮した資源評価まで可能になっている。これら
の特徴によって、資源や漁業の実態により即した資源評価を
1 つのモデルで一貫して行える点が支持を集めている。

５．資源診断と将来予測に基づく管理措置の勧告

これらの資源評価モデルにより、過去から現在までの資源
量や漁獲係数等が推定される。まぐろ類の資源管理では、現
在の資源量 SBcur（産卵親魚量で表すことが多い）と漁獲水
準 Fcur を、各 RFMO で定めた資源管理の基準値（例；SBMSY と
FMSY）とそれぞれ比較することで、現在の資源水準が乱獲され
た状態（SBcur ＜ SBMSY）にあるか、また、現在の漁業が乱獲行為

（Fcur ＞ FMSY）にあたるかを判断している。また、生物学的な情
報の不足により SBMSY の算出が困難な資源では、SB20-40%（初期
資源量の 20-40％に当たる資源量）、SBMAX（加入量当たりの漁
獲量 YPR を最大化した F で達成される資源量）、SB0.1（YPR と F
の関係を示す曲線において接線の傾きが原点におけるそれの
10 分の 1 になる F で達成される資源量。経験的に安全な管理
基準と考えられている。）等の代替の管理基準値に基づき、資

図 4. 統合型資源評価モデル（Stock Synthesis 3）での太平洋クロマグロ資源評価の概要
漁業に基づく情報と生物学的情報をもとにモデルの構築を行っている。漁具漁法や魚の回遊とその年変
化についても考慮されている。結果を各種のモデル診断にかけ、妥当であると判断されたモデルを用い
て資源状態を評価する。
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源状態が診断されている。資源量と漁獲水準の過去の変化を
管理基準値の比にして 1 枚にまとめた図は、神戸で開かれた
第 1 回まぐろ類地域漁業管理機関合同会合にて作成が推奨さ
れたことから神戸プロット（図 5）と呼ばれている。資源管理
における予防的アプローチとして、乱獲の基準や乱獲からの
回復措置等をあらかじめ定め、不確かな状況下でも資源を枯
渇させることなく、安全に管理しようとする考え方がある（魚
住 1999）。神戸プロットの作成等に見られるように、その概
念はまぐろ類だけでなく、他の国際資源の管理にも浸透しつ
つある（巣山ほか 2019）。

このような資源診断の他に将来予測の結果を加味するこ
とで、今後の漁獲量等の管理措置がまとめられることが多い。
将来予測では、将来の加入量の変動等も考慮した上で、現在
の漁獲量で漁業を続けた場合やそれを増減させた場合に、資
源量がどのように変化するかをシミュレーションにより予測
する。太平洋クロマグロでは、現在の漁獲管理措置が将来続
いた場合に達成される資源量のシミュレーション結果に応じ
て、将来の漁獲管理措置を検討する手続きが RFMO で定まっ
ている（WCPFC 2017）。また、ミナミマグロのように管理戦
略評価と呼ばれる仮想的な資源動態での管理措置のテスト結
果に基づき、管理措置を決定し、将来の漁獲量を算定するこ
ともある（黒田ほか 2015、中塚 2017）。いずれの方法にせよ、
将来予測の結果を管理目標の達成確率等で定量的に評価する
ことで、管理措置の妥当性は判断されるが、管理目標が明示
的に定められていない場合にはその取りまとめは難しく、管
理基準値の選択等を巡り、しばしば議論となる（甲斐 2013）。

６．今後

冒頭に資源の自然変動と漁獲の影響を的確に把握すること
の重要性に言及した。しかし、現在の資源評価では自然変動
の影響に関する取り組みは不十分である。多くの資源評価モ
デルでは自然死亡率は年に依らず一定と仮定しているのが現
状であり、気候や海洋構造の数十年スケールの変動が資源動
態に与える影響についても、現象そのものへの関心は高いが、
理論的な取り扱いは十分には進んでいない（Punt et al . 2014）。
しかし、海洋環境の変化が低次生産を通じて高次捕食者の時
空間動態に与える影響を評価するプロジェクト（CLIOTOP；

Brill and Hobday 2017）等が実施されている。また、これまで
の資源評価モデルは単一種に限定されたものが多かったが、
Ecopath 等生態系全体の動態を扱うモデルへの関心も高まっ
ている（米崎 2010、清田 2013）。現在の資源評価モデルはす
でにかなり複雑であるが、今後はこれらの要因を加えた、さ
らに高度なモデルが提案される可能性がある。これらのモデ
ルが現実の資源管理にどの程度有用であるか今後検討される
べき課題である。

執筆者

くろまぐろユニット
くろまぐろサブユニット
国際水産資源研究所　くろまぐろ資源部
　くろまぐろ資源グループ
　　福田　漠生

参考文献

Aires-da-Silva, A.M., Maunder, M.N., Schaefer, K.M., and Full
er, D.W. 2015. Improved growth estimates from integrated 
analysis of direct aging and tag–recapture data: An illustra
tion with bigeye tuna (Thunnus obesus) of the eastern Pa
cific Ocean with implications for management. Fish. Res., 
163: 119-126.

Bravington, M.V., Grewe, P.M., and Davies, C.R. 2016. Abso
lute abundance of southern bluefin tuna estimated by 
close-kin mark-recapture. Nat. Commun., 7: 13162. Doi: 
10.1038/ncomms13162

Brill, R.W., and Hobday, A.J. 2017. Tunas and their fisheries: sa
feguarding sustainability in the twenty-first century. Rev. 
Fish Biol. Fisheries, 27: 691-695.

Carvalho, F., Punt, A.E., Chang, Y.-J., Maunder, M.N., and Pin
er, K.R. 2017. Can diagnostic tests help identify model mi
sspecification in integrated stock assessments? Fish. Res., 
192: 28-40.

Fournier, D.A., Hampton, J., and Sibert, J.R. 1998. MULTIFAN-
CL: a length-based, age-structured model for fisheries sto
ck assessment, with application to South Pacific albacore, 
Thunnus alalunga. Can. J. Fish. Aquat. Sci., 55: 2105-2116.

Haddon, M. 2011. Modelling and quantitative methods in fi
sheries. 2nd edition. Chapman & Hall/CRC. Boca Raton, 
USA. 449 pp.

平松一彦 . 2001a. VPA (Virtual Population Analysis). In  日本水
産資源保護協会（編）, 平成 12 年度資源評価体制確立推進
事業報告書－資源解析手法教科書－ . 104-128 pp.

平松一彦 . 2001b. 推定精度の評価 . In 日本水産資源保護協会
（編）, 平成 12 年度資源評価体制確立推進事業報告書－資源

解析手法教科書－ . 162-164 pp.
平松一彦 . 2006. 国際漁業委員会における VPA および関連手

法について . In（財）日本鯨類研究所 資源管理研究センター , 
水産資源管理談話会報 第 37 号 . 14-33 pp.

Hoenig, J. 1983. Empirical use of longevity data to estimate 

図 5. 神戸プロットの一例。東部太平洋メバチの資源量と漁獲水準
の経年変化を示す（佐藤 2019b）
右下の領域（緑）では、資源量が SBMSY より多く、漁獲水準が FMSY よ
り低い状態である。一方、左上の領域（赤）では、資源量が SBMSY よ
り少なく、漁獲水準が FMSY より高い状態である。

Copyright (C) 2020　水産庁　水産研究・教育機構　All Rights Reserved

令和元年度　国際漁業資源の現況 02　漁業資源の変動と資源評価について

02 － 5



mortality rates. Fish. Bull., 81(4): 898-903.
Ichinokawa, M., Okamura, H., and Takeuchi, Y. 2014. Data co

nflict caused by model mis-specification of selectivity in 
an integrated stock assessment model and its potential ef
fects on stock status estimation. Fish. Res., 158: 147-157.

甲斐幹彦 . 2013. 管理基準値と中西部太平洋域のまぐろ資源
の管理 . ななつの海から , 5: 9-14.

清藤秀理 . 2019. カツオ 中西部太平洋 . In 水産庁・水産研究 
教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業資源の現況 .

　http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_30.pdf（2019 年 11 月 15
日）

清田雅史 . 2013. 海洋生態系モデルの群像 . ななつの海から , 
5: 15-22.

黒田啓行 . 2014. 資源評価とその方法 . In 水産総合研究セン
ター（編）, マグロの資源と生物学 . 183-196 pp.

黒田啓行・境 磨・高橋紀夫・伊藤智幸 . 2015. TAC を算定する
新しいアプローチ：ミナミマグロの管理方式の開発と運用 . 
水産海洋研究 , 79: 297–307.

Kurota, H., McAllister, M.K., Lawson, G.L., Nogueira, J.I., Teo, S.
L.H., and Block, B.A. 2009. Can. J. Fish. Aquat. Sci., 66: 321-
342.

Lorenzen, K. 1996. The relationship between body weight 
and natural mortality in juvenile and adult fish: A comparis
on of natural ecosystems and aquaculture. J. Fish Biol., 49: 
627-647.

Maunder, M.N., and Piner, K.R. 2015. Contemporary fisheries 
stock assessment: many issues still remain. ICES J. Mar. Sci., 
72(1): 7-18.

Maunder, M.N., and Punt, A.E. 2004. Standardizing catch and 
effort data: a review of recent approaches. Fish. Res., 70: 
141-159.

Maunder, M.N., and Punt, A.E. 2013. A review of integrated 
analysis in fisheries stock assessment. Fish. Res., 142: 61-
74.

Methot, R.D., and Wetzel, C.R. 2013. Stock synthesis: A biolo
gical and statistical framework for fish stock assessment 
and fishery management. Fish. Res., 142: 86-99.

森田健太郎 . 2019. カラフトマス 日本系 . In 水産庁・水産研
究・教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業資源の現況 .

　http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_59.pdf（2019 年 11 月 15
日）

Muhling, B.A., Tommasi, D., Ohshimo, S., Alexander, M.A., 
and DiNardo, G. 2018. Regional-scale surface temperature 
variability allows prediction of Pacific bluefin tuna recruit
ment. ICES J. Mar. Sci., 75(4): 1341-1352.

中塚周哉 . 2017. 地域漁業管理機関における MSE（管理戦略評
価）の実施状況 . ななつの海から , 13: 6-10.

中塚周哉・福田漠生・西川水晶・田中庸介 . 2019. クロマグロ 
太平洋 . In 水産庁・水産研究 教育機構（編）, 平成 30 年度国
際漁業資源の現況 .

    http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_04.pdf（2019 年 11 月 15

日）
Nakayama, S.-I., Fukuda, H., and Nakatsuka, S. 2019. Model-

free time series analysis detected the contributions of 
middle-age spawner biomass and the environment on Pac
ific bluefin tuna recruitment. ICES J. Mar. Sci., doi: 10.1093/
icesjms/fsz129

NRC（National Research Council）. 1998. Improving Fish Sto
ck Assessments. National Academy Press, Washington DC, 
USA. 177 pp.

Pauly, D. 1980. On the interrelationships between natural 
mortality, growth parameters, and mean environmental te
mperature in 175 fish stocks. Journal du Conseil Internatio
nal pour l’Exploration de la Mer 39, 175-192.

Polacheck, T., Hearn, W.S., Miller, C., Whitelaw, W. and Stan
ley, C. 1997. Updated estimates of mortality rates for ju
venile SBT from multi-year tagging of cohorts. CCSBT
SC/9707/26.

Punt, A.E., A’mar, T., Bond, N.A., Butterworth, D.S., de Moor, 
C.L., De Oliveira, J.A.A., Haltuch, M.A., Hollowed, A.B., and 
Szuwalski, C. 2014. Fisheries management under climate 
and environmental uncertainty: control rules and perform
ance simulation. ICES J. Mar. Sci., 71: 2208-2220.

Ravier, C., and Fromentin, J.-M. 2001. Long-term fluctuations 
in the eastern Atlantic and Mediterranean bluefin tuna po
pulation. ICES J. Mar. Sci., 58: 1299-1317.

Russell, E.S. 1931. Some theoretical considerations on the 
“overfishing” problem. Journal du Conseil International 
pour l’Exploration de la Mer, 6: 3-20.

桜本和美 . 1998. 漁業管理の ABC. TAC 制が良くわかる本 . 成
山堂書店 , 東京 . 200 pp.

佐々木裕子・村瀬弘人 . 2019. シロナガスクジラ 南極海・南半
球 . In 水産庁・水産研究 教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁
業資源の現況 .

　http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_53.pdf（2019 年 11 月 15
日）

佐藤圭介 . 2013. 南西諸島海域における仔魚パッチを追跡す
る手法を用いたクロマグロの初期生態に関する研究 . 水研
センター研報 , 37: 85-145.

佐藤圭介 . 2019a. キハダ 東部太平洋 . In 水産庁・水産研究・
教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業資源の現況 .

      http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_12.pdf（2019 年 11 月 15
日）

佐藤圭介 . 2019b. メバチ 東部太平洋 . In 水産庁・水産研究・
教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業資源の現況 .

     http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_16.pdf（2019 年 11 月 15
日）

庄野 宏 . 2008. 統計モデルとデータマイニング手法の水産資
源解析への応用 . 水研センター研報 , 22: 1-85.

巣山 哲・大島和浩・冨士泰期・宮本洋臣・阿保純一・納谷美也
子・橋本 緑・中山新一朗 . 2019. サンマ . In 水産庁・水産研
究・教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業資源の現況 .

Copyright (C) 2020　水産庁　水産研究・教育機構　All Rights Reserved

令和元年度　国際漁業資源の現況 02　漁業資源の変動と資源評価について

02 － 6



   http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_76.pdf（2019 年 11 月 15
日）

竹内幸夫 . 2006. Stock Synthesis II、古くて新しい資源評価モ
デル . 遠洋リサーチ＆トピックス , 2: 7-11.

Takeuchi, Y., and Takahashi, M. 2006. Estimation of natural 
morality of age-0 PBF from conventional tagging data. Wo
rking paper submitted to the ISC PBF Working Group Mee
ting, 31 January-7 February 2006, Shimizu, Japan. ISC/06/
PBFWG/07.

Tanaka, Y., Minami, H., Ishihi, Y., Kumon, K., Higuchi, K., Eba, T., 
Nishi, A., Nikaido, H., and Shiozawa, S. 2014. Relationship 
between prey utilization and growth variation in hatchery
‐ reared Pacific bluefin tuna, Thunnus orientalis  (Temmin
ck et Schlegel), larvae estimated using nitrogen stable isot
ope analysis. Aquac. Res., 45: 537-545.

Tanaka, Y., Satoh, K., Yamada, H., Takebe, T., Nikaido, H., and 
Shiozawa, S. 2008. Assessment of the nutritional status of 
field-caught larval Pacific bluefin tuna by RNA/DNA ratio 
based on a starvation experiment of hatchery-reared fish. J. 
Exp. Mar. Biol. Ecol., 354: 56-64.

津田裕一・高橋紀夫・伊藤智幸・境 麿 . 2019. ミナミマグロ . 
In 水産庁・水産研究・教育機構（編）, 平成 30 年度国際漁業
資源の現況 .

    http://kokushi.fra.go.jp/H30/H30_20.pdf（2019 年 11 月 15
日）

魚住雄二 . 1999. 予防的アプローチの水産資源管理への適用 . 
遠洋 , 105: 2-11.

魚住雄二 . 2011. 漁業資源の変動と資源評価について . In 水産
庁・水産総合研究センター（編）, 平成 22 年度国際漁業資源
の現況 . 26-30 pp.

Wang, S.-P., Maunder, M.N., Aires-da-Silva, A., and Bayliff, W.H. 
2009. Evaluating fishery impacts: Application to bigeye 
tuna (Thunnus obesus) in the eastern Pacific Ocean. Fish. 
Res., 99: 106-111.

WCPFC. 2017. Harvest Strategy for Pacific bluefin tuna fisheri
es.

   https://www.wcpfc.int/doc/hs-2017-02/harvest-strategy-
pacific-bluefin-tuna-fisheries（2019 年 11 月 15 日）

Whitlock, R.E., McAllister, M.K., and Block, B.A. 2012. Estima
ting fishing and natural mortality rates for Pacific bluefin 
tuna (Thunnus orientalis ) using electronic tagging data. 
Fish. Res., 119-120: 115-127.

谷津明彦 . 2001. プロダクションモデル . In 日本水産資源保護
協会（編）, 平成 12 年度資源評価体制確立推進事業報告書
－資源解析手法教科書－ . 92-103 pp.

米崎史郎 . 2010. 海洋生態系を『視』る . 遠洋リサーチ＆トピッ
クス , 9: 29-34.

Copyright (C) 2020　水産庁　水産研究・教育機構　All Rights Reserved

令和元年度　国際漁業資源の現況 02　漁業資源の変動と資源評価について

02 － 7


